
図－１ 堤体の標準断面図 
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１．まえがき 

築造年代の古いフィルダムは堤高 H=30m 未満が大部分であるが，堤体は老朽化により耐震性不足や漏水により

早急な改修を必要としている例が多い。このようなダムでは堤体改修に適した築堤土が入手困難な状況にあり，貯

水池内には貯水量低下等の原因となる底泥土等が堆積しその除去処分も必要とされている。この状況は堤高 H<15m

のため池も同様であるが，規模の大きいフィルダムの方がより深刻である。筆者らはこれまでにため池を対象に池

内の底泥土を固化処理して所要の強度と遮水性を有する築堤土を人工的に製造し，堤体改修（補強や漏水防止）と

底泥土の除去処分を同時に達成できる砕･転圧盛土工法を開発してきた。本工法をフィルダムの堤体改修に適用でき

れば経済的で効率的な改修が期待できる。本稿では，本工法によりフィルダム堤体の耐震補強と漏水防止を行った

事例を紹介するものである。 

 
２．西大谷ダムの堤体補強計画 

 西大谷ダムは 1959 年に静岡県西部

の丘陵地に築造された洪水調節用ダ

ムで，築造以来 40 年以上経過し，堤

体の老朽化により耐震性の不足や、漏

水等の問題が生じていた。また，池内

には堤体付近にシルト･粘土分のよう

な細粒分の多い底泥土や河川流入部

付近に砂礫など約 41000m3（底泥土約

25000m3）が堆積し貯水容量が不足し効果的な洪水調節

が困難となっていた。さらに，取水トンネルや洪水吐等

の構造物も損傷し改修が必要であったため，堤体の耐震

補強と漏水防止のための傾斜遮水ゾーンの築造，洪水吐

の改築と取水トンネルの止水グラウトを行うことにな

った。 
しかしながら，西大谷ダムでは堤体補強に使用可能な

築堤土が近傍で入手できず，また池内の除去すべき底泥

土の処分地も確保できなかった。そこで，所要の強度と

遮水性をもつ築堤土を底泥土から人工的に製造するた

め，堤体補強と底泥土の除去処分を同時に達成できる

砕･転圧盛土工法を採用することになった。 
３．堤体のゾーニング 

西大谷ダムは図－1 の標準断面に示すようにコアゾー

ン（C1，C2）とランダムゾーン（B）がほとんど同じ築

堤土により築造されほぼ均一型とみなせることや堤高 

表－１ 西大谷ダムの補強前後の堤体仕様 

 

が 15m をわずかに超えているだけなので，ため池と同じ

傾斜遮水ゾーンによる堤体補強と漏水防止ができると

して｢ため池整備｣1)に準拠して改修することにした。 

堤体構造は上記基準の規定に準拠し，かつ池内の底泥

土を場内で処分できるように決めた。つまり，コアゾー

ンは遮水性の高い固結シルト層（OC）まで掘り下げて

から止水トレンチ①1と傾斜遮水ゾーン①2として砕・転 
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図－２ 砕･転圧土の(qu)CC～V関係 
圧土により築造し，底泥土のほぼ全量を場内処分した。

その外側のシェルゾーンは半透水ゾーン②1 として池上

流部に堆積した礫質土や既設堤体の掘削発生土により

築造した。なお，下流側法面は堤体の降雨侵食などによ

る断面不足を補うため半透水ゾーン②2 として上流側法

面と同様に築造し，さらに浸潤面が法面途中に出ないよ

う法尻にドレーンを設けた。堤体の補強前･後の堤体の

仕様を表－１に示す。 

４．傾斜遮水ゾーンの強度･遮水特性 

図－２には，築造した傾斜遮水ゾーンの強度を確認す

るために，ΔV≒1000～2000m3 毎に築堤面から砕･転圧

土の不撹乱コア供試体（D/H≒75mm/150mm）を 3 本以

上採取し，目標強度設定日の tCC=10－tS=7 日目に実施し

た一軸圧縮試験から求めた強度(qu)CC7と累積築堤土量 V

の関係を示す。図中の○印は複数供試体の強度の平均値

を，縦線の上･下端は最大･最小値をそれぞれ示している。

さらに図中には目標強度(qu)CC*の上･下限値の範囲(1.0

～1.5)･(qu)CC*を示してある。上限値の設定は砕･転圧土

による新堤部が必要以上の強度になり，既設堤体間との

間に極端な強度や変形性の相違が生じないようにする

ためである。図から，各築堤段階での(qu)CC7は最大・最

小値は上・下限値の範囲を外れている場合もあるが，こ

れは固化材の混合ムラや，底泥土の w のバラツキに起因

するものと考えられる。しかし，(qu)CC7の平均値は上・

下限値界の範囲内にあり，傾斜遮水ゾーンは全体的に所

要の強度範囲にあるものと判断できる。 

次に，図－３には，初期固化土と砕･転圧土の約 1 ヶ

月までの養生期間 t による強度発現状態を確認するため

に，V≒10500m3 まで築堤した段階で，固化処理ヤード

の初期固化地盤と築堤面から採取したコア供試体の一

軸圧縮試験から求めた初期固化土の(qu)CC～t=tS関係（● 

 
図－３ (qu)IS，(qu)CC～t（=tS+tCC）関係（V≒10500m3） 

 

図－４ 砕･転圧土のkField，(kTC)20～V関係 

印）と，砕･転圧土の(qu)CC～t（=tS+tCC）関係（○印）を

それぞれ示す．図から，(qu)IS と(qu)CC は配合試験の場合

と同様に t とともに増加してゆくが，t=tS+tCC=10 日目以

降に増加傾向が急激に低下してくることがわかる．また，

初期固化土の強度(qu)IS のバラツキ範囲は大きいが，砕･

転圧土では強度(qu)CC がおおよそ 1/2 以下まで小さくな

っており，固化処理土であっても，砕･転圧土とするこ

とで単に初期固化させただけの場合と比較して，強度の

バラツキがより小さい堤体を築造できることがわかる 

次に，傾斜遮水ゾーンの遮水性を確認するために，ΔV

≒1000～2000m3 築堤毎に築堤面で実施した現場透水試

験による透水係数kFieldと，コア供試体の三軸透水試験（σ

C=20kN/m2）での透水係数(kTC)20と～Vの関係を図－４に

示す。図から， kFieldは現場試験の遮水性基準値kField≦

1×10－5cm/sを，また(kTC)20 の平均値は室内試験の遮水性

基準値kLab≦1×10－6cm/sを満足し，築造した傾斜遮水ゾ

ーンは十分な遮水性が確保されていることがわかる。 
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